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様々なしがらみから解き離れた観点から、独立のシンクタンクとして、大胆に社会に提言を行い、SDGs の達成と持

続可能な開発の構築に向け活動を行います。季刊第 5 号未来構想レター（2023 年 7 月号）をお届けいたします。 

 

暑中お見舞い申し上げます。今年の夏も厳しい暑さになるようですが、いかがお過ごしでし

ょうか。まずは皆様方のご健勝をお祈り申し上げます。この地球沸騰の問題をはじめ、世界

情勢の緊迫化の中でのエネルギー・食料安全保障など、未来に向けていま対応を取らなけれ

ばならない課題が山積しております。人口減少や円安に伴う日本経済の行き先を考えるとき

に、一般社団法人未来構想会議もこれらの課題に具体的な提言を行うべく努力を続けております。先般無事第６回理

事会も終了しました。皆様のご支援に感謝し、より一層活発な活動を実施していきたいと思っております。 
 

一般社団法人未来構想会議は 6 月 12 日（水）に第 6 回

理事会/第６回社員総会を開催しました。 
 

理事１3名、監事１名が出席。出席理事：河村建夫、増子

輝彦、富田茂之、伊藤庄平、入澤優公、大川達也、大久保

勉、岡島礼奈、蒲生篤実、蒲原基道、斉藤鈴華、松本千

穂、由木文彦。出席監事：生貝健二。 

報告事項として①事業経過報告（令和 5年 12月から令

和 6年 5月まで 未来構想レターなど）がなされ、理事長よ

り富田副理事長の旭日大綬章受章並びに楠本事務局長が

６月末日をもって辞任することが報告された。 

決議事項として①「令和 5年度活動報告・決算報告」が

審議され社員総会に付すことが決議された。②その他議題

では、社員総会の日程などが決議された。その後に社員全

員が参加していたため、理事会終了後直ちに社員総会を開

催し、決議事項として理事会決議を受けて提出された「令和 5年度活動報告並びに決算報告」が決議された。 
 

 

河村建夫会長：福島第一原子力発電所の事故によって生じた様々な問題に

関して増子先生と富田先生が熱心に活動されてきた。私を含め３人で高エネ

ルギー核廃棄物処理の議連を設立するなどの活動をしてきた、本日は対応の

現状をうかがえるということで楽しみにしている。増子理事長：河村先生のご

挨拶にあったように私たちは現職の時から活動を続けており、3人が国会を離れてからも、継続をお願いし議連の活動は続いて

いる。山名理事長にも廃炉や賠償について長年にわたってご尽力をいただいて感謝している。やはり廃炉や最終処分について

は、長期にわたり取り組む人材が重要で、時の経過とともに

関心が薄れてくる現状の中で山名理事長にはこれからもし

っかりと関わっていただきたい。山名元・原子力損害賠

償・廃炉等支援機構（NDF）理事長：まず初めに自己紹

介をしたい。自分は東北大学を卒業後、日本原子力研究

開発機構（JAEA）の東海研究開発センター核燃料サイクル

工学研究所で現場を体験してきた。その後、京都大学に移

り放射線科学を専門に研究し、2011年の福島第一原子力

発電所事故の際には京都大学の教授としてかかわった。そ

の後、2014年に副理事長として原子力損害賠償・廃炉等

支援機構に関わるようになり、翌 2015年からは理事長にな

り９年になる。政府の立場でもなく、東電の立場でもなく、両

社と深いかかわり持つ立場で活動している。 
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２０１１年３月１１日に運転中であった１．２．３号機において電源喪失が起こり炉心溶融事故が発生した。原子力発電所の事故

による廃炉作業はチェルノービリ、スルーマイルそして福島

の３か所ほどしかなく、世界でもあまり例のない対処を必要

としている。とりださなければならない高レベル放射性物質

としては原子炉建屋の上部の水槽に保存されていた使用

済み燃料と、炉心溶融の結果として生じた燃料デブリがあ

る。この燃料デブリは二酸化ウランや二酸化プルトニウムな

どの高レベルの放射線を出す物質が 2800℃以上で溶融

し、原子炉を溶かし、コンクリートや隔壁などと混ざった状態

で存在している。それらはまだ熱を出しているので水をかけ

て冷却している。ここからは当然、さまざまな放射性物質を

含んだ汚染水が出てくるがこの汚染水をＡＬＰＳ処理をする

ことで、さまざまな核種を除去している。このＡＬＰＳ処理で

はトリチウムは除去できないこと、放射性物質ではあるが自

然界にも存在する物質であること、さらに世界中で海洋放

出が一般的な処理方法であることから、諸外国から放出さ

れているトリチウムレベルよりも大幅に低いレベルまで薄めて放出している。 

原子力建屋に保存されていた使用済み燃料は、サイト全体で約 14000体あった。事故と関係ないところに保管されていたのが

約 9600体。炉心溶融の結果として溶けてしまった燃料は 1、2、3号機の合計で約 1500体分。従ってサイト全体にあった使用済

み燃料のうちの 1割が溶けたということになる。それから、壊

れた原子炉建屋にあるプールに保管されていた燃料が約

3000体で、このうち約 2000体ちょっとは、4号機、3号機か

ら回収が終わっています。従って 1号機と 2号機に合わせ

て、まだ残っている約 1000体を取り出すのが一つの大きな

仕事になります。これが終わるのが 2031年くらいを予定して

いる。この使用済み燃料を運び出してから、燃料デブリの取り

出しにかかることになる。事故当時は大変な状況にあったが

現在では関係者の努力でサイト内及び周辺への放射線の影

響は低く抑えられている。 

放射性物質は放射線を出しながら崩壊していくが、その半

減期が物質によって大きく違う。原子力発電は、もともと超新

星爆発で生み出され、地球に自然に存在していたウランなど

の放射性物質を濃縮したものを燃料として発電をしている

が、ウラン 238の半減期は約 45億年で、ウラン 235の半減

期は約 7億年と極めて長い期間にわたって放射線を出し続ける。これに原子炉の中で生み出されたプルトニウム、アメリシウム、

ネプツニウムなどがあり、プルトニウムの半減期は 24000年、アメリシウムの半減期は 7380年、ネプチウムに至ると 214万年という

長い半減期を持っている。これらの危険性の高い放射性物質をきちんと安全に保管するまでが廃炉プロセスとなり、この場合も安

全に保管できる最終処分場が確保されなければ、最終的な終わりは見えないということになる。 

福島第一原発の廃止措置は 30～40年で終わることを目標に

進めているが、正確な期間を技術的に示すことは難しい。この費

用は基本的に東京電力がその収入の中から廃炉機構の方に支払

って賄うことになっているが、一企業の力を超えた対策が必要でそ

こには政府が関わっている。廃炉、被災者賠償、除染、中間貯蔵

施設を含め事故対応全体で 21.5兆円の費用を見込んでいるが、

現在、被災者賠償や中間貯蔵の進展によりこれを超過する見込

みであるため、費用の上積みが必要となっている。 

現在試験的に燃料デブリを取り出すための工法について検討・

評価を実施しているが、原子炉の中は 10シーベルトパーアワー

（sv/h）とか、ものすごい線量で、人間が入ったら 5分くらいで死ぬ

ようなレベル。それを取り出すためには、遠隔装置しかない。しか

しこれぐらいの線量になると、遠隔装置に電子回路が組み込まれ

ていると半導体が誤作動するので、耐放射線半導体の開発とか、電子回路を中に入れないようにするとか、さまざまな開発をやっ

ている。なかなか上手くいかず、近々新しい器具でトライをすることになっている。 

この燃料デブリを 2030年代から本格的に取り出すことを目指している。3つの号機合わせて約 260 トンのウランが溶けて固まっ

ている。それに原子炉の中の構造材が混ざっているので、全部で 880 トンのものを回収しなくてはいけないということになる。そこ

で現在、気中工法、冠水工法、充填固化工法の 3つの工法が検討されている。 

一番左が気中工法。これは原子炉の上は線量がものすごく強いが、そのオカマの蓋を開けて工事する工法。当然、上の方に

すごい放射線が出るが、そこに頑丈な遮蔽体を置いて、そこで遠隔で気中で井戸の底に行くようにして取り出そうという工法。真



3 

 

ん中は冠水工法。原子炉建屋の底の岩盤を掘っ

て、鉄の構造体で原子炉建屋全体を覆ってしま

い、その中に水を溜めて工事する。放射線は水

の中にあると、水で放射線が遮蔽されるので、こ

の水の上であれば人が行くことができるようにな

る。右端はセメントみたいなものを中に注入して

一部を固めて、固めた状態で回収しようという充

填工法。結論を言うと、この気中と充填工法を合

わせた、合わせ技をまず狙うことになる。 

現在、東電でこの方法の設計段階に入ってお

り、2年間かけると、かなり具体的に設計が見え

てくる。次の課題は廃棄物で、いろんな廃棄物が

膨大な量で、非常に複雑なものが出てくる。従っ

て、特別な研究をした上で最終処分に持ち込む

必要があるが、これは社会全体での議論が必要

になる。しかも、発電所廃棄物にない放射性核

種がたくさん入っているが、中の性状がまだよくわかっていない。震災による事故から 12年たって、世代交代も進み、現場の技術

者も経験した人が減ってきている。まさに 13年経ってこれから本格的な段階に入ってくる。ということは本質的な問題がますます

見えてくるということになる。デブリの本格取り出しについては、現在設計に入っているが、これから設計して技術拡張してやって

いく。確実にどれくらいの期間でできるのか、はっきりしたことは分かりません。それくらい難しくて不確実な作業をやっているという

ことです。ただし私はここでお誓い申し上げますけど、この廃炉工事自身は安全に行います。 

周辺の住民の皆さんにご迷惑をおかけしないように進めることは間違いないし、最後は確実に低いリスクに持ち込むことはでき

ます。ただ時間と金という問題があり、それらとの戦いになるでしょう。使用済み燃料もデブリも最後は全部廃棄物になります。これ

はまさに孫、子の時代、次々世代、100年 200年にわたって影響する話になってきます。将来に悪い影響を残さないために、今

できることを最大限やっていくことが重要です。そのためには政府の力、東電の力、私のような技術者の力が必要ですが、その力

を集結できるように先生方のような政治家に政治を引っ張っていただきたいと思います。英知と汗、その総合力を上げていかない

といけません。ただ一番怖いのは風化です。特に最近見てますと霞が関も、国会も、東電もそのような感じを受けます。 

この仕事の成功の一番の鍵となる要素に関して、あまり知らない方は“技術”とかおっしゃるのですが、一番重要なのは“人”で

す。この仕事はきちんと引き継いでいかないと、成し遂げることはできません。当事者として考えてくださる方を増やすためにもぜ

ひ力強いご指導をよろしくお願いいたします。 

 

Ｑ＆A： 

Ｑ. 鈴木会員：改めて、原発事故の恐ろしさについてお話しいただきました。実際的には大熊・双葉の方はほとんど帰還できて

いない現状になっています。私は放射能汚染の少なかった、できるだけ近い場所に、老人の方々を含め気概があって町の復興

に頑張りたいという方々のために、安全を確保しながら 3～4町の合併をして新たな自治体を作るという動きがあっても良いのでは

ないかと思っています。山名理事長：現場に行って若い人たちと話すと冷静に見る方が多いのです。そうすると、例えば移住者

を呼び込むということや、またその地元で一旦避難したんだけど、その子どもの子どもはまた帰ってくるということですね。新たな世

代が新しい町をここに本気で作っていくというアプローチは大いにあるべきだと思っていて、その時にまさに環境が安全になる。そ

こに雇用と産業がある、それからインフラが揃っているという状態を絶対に作っていかなければなりません。それをここ 2～30年内

に作り上げないといけない。そこに全力を尽くすことがすごく大事です。廃炉費用の一定程度は常に福島県の地元に落ちるように

していくべきだと思っています。そのお金で雇用を作りながら、新しい産業、例えば遠隔技術の産業を作るとか、ロボットとか、航空

宇宙産業とか、廃炉技術から新しい産業が生み出される流れを作りながら、さらに新しい産業を招聘したり、同時に農畜産業みた

いな確実に持続性のある第一次産業を育てていく。それから当然、交通インフラなどをもっと強化するなど、取り組みを合わせ技

でやっていくことで将来が見えてくると思うのです。富田副理事長：民間の廃炉ビジネスは成り立ちうるのだろうか。増子理事

長：廃炉ビジネスは成り立ちうる。福島の原発事故の廃炉作業は世界にも例を見ない技術的な課題をクリアしていく必要がある。

しかし廃炉ということだけで考えれば一つの原子力発電所の廃炉に２3００～2５００億円程度かかると考えられている。世界中で５０

０基ほどの原子力発電所がいずれ廃炉になることを考えればこれは巨大なマーケットがそこにあることになる。岡島理事：3つ質

問があります。１つは宇宙だったりロボットだったりとか、そういうところとの技術だったり、あと核融合炉ですね。その技術転用など

を連携していくと面白いなと思っています。これらの研究に参入するにはどうしたらよいのでしょうか？２つ目は、福島原発事故の

結果としてしばらく漁業ができませんでしたがその影響はどんなものでしょう。３つ目は放射線に強い半導体にはどのようなものが

あるのでしょうか。山名理事長：これらのプログラムに資金を出しているのは経産省と文科省があります。経産省は百数十億円/

年、文科省は十数億円/年ぐらいで、これらはすべて公募方式になっており、すべて公募要項が公開され、どういう課題が採択さ

れたかも公開になっています。２つ目の漁業に関してはあまり変化がないというか、それよりも地球温暖化の影響の方が大きいよう

です。増子理事長：昔とれなかったフグなどが豊漁になっています。山名理事長：３つ目の放射線に強い半導体としては、廃炉

研究会で検討した結果としてはダイヤモンド半導体などが強いのではないかと考えられています。現状まだ作業に取り掛かってい

るわけではありません。原子炉の中の映像を取ってくることができましたが、すごい放射線がある中で、CCDカメラを使っています

が、５分以内に撮影することで映像をとることが可能になりました。現状は短時間だからなんとか対応できたということですが、それ

では本格的な廃炉作業には使えないので、方法を考えているところです。増子理事長：何をもって廃炉が完了したといえるのか

難しい。その前提として基本的にはこの燃料デブリをどう取り出せるか？取り出したものをどこに処分するか？その間における

様々な風評被害を受けたそういう問題をどういうふうに国民に理解をしてもらうか？これらのことが私はすごく大事だと思っていま
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す。山名理事長がこれまで１０年間一所懸命やってこられた。しかし時間が経つに従って、関心が薄れ劣化してきている気がす

る。関係する東電も霞が関も国会議員も科学者もみんなが付き合って、次の世代の人材もみんなが連携していかないと、廃炉は

できないと思うのです。最終処分場でも文献調査を受け入れた段階でその都道府県の知事が反対を表明している。このような中

で問題の解決は見通せない。未来構想会議としては原発立地内にしっかりした地下構造物を作って、そこに中長期にわたって中

間保存するしかないのではないかと考え、提言を準備している所です。 

楠本事務局長：この問題を考えていくときに科学的な最適の問題と社会的な最適の問題があって、基本的に優先しなければな

らないのは科学的最適なのだけれども、政治などの社会的最適が優先されると後世に禍根を残すことになると思うのです。そのよ

うに政治が科学を重視しない発言をする理由は、やはり原子力に対するリテラシーが不足しているからではないかと考えます。そ

の意味で国民の理解を作るためにもまずきちんとした知識を義務教育から教えていくことが必要なのではないでしょうか。山名理

事長：私も大学にいた時から常にそれは悩んでいました。さっき地球 46億年と言いましたけど、宇宙は放射性のものでできてい

る流れの中にいます。核と名がついたとたんに拒絶反応が生まれていますが、私たちのすべてが核現象でできているわけです。

感情の問題ではなく、きちんとした議論をするためにもそのような知識が必要だと考えています。増子理事長：何本日は長時間

にわたりありがとうございました。また福島の説明会もよろしくお願いします、と述べ閉会した。 

河村建夫会長、増子輝彦理事長、富田茂之副理事長、岡島礼奈理事、杉浦孝志・NDF 技術グループ執行役員、坂田篤

彦・スマイルコンサルティング株式会社取締役企画部長が出席。鈴木幸雄・株式会社鈴弥洋行取締役会長が ZOOM で参

加。 

 
 

河村建夫会長よ

り、核融合発電に

関してはこれまでい

ろいろと関わってき

た。夢のエネルギー

と長年いわれてきた核融合発電だが、現在かなり実現性が高まっている。

国際的な協力メカニズムとして、ITER（国際核融合エネルギー機構）を設

立することになり、それを推進するための閣僚級会合が 2006年にパリで開

催され設立協定の協定が結ばれた。それに向けて直接的に関わってき

た。その ITER実験炉の建設地として、日本も六ヶ所村を国内候補地に決

めて積極的な誘致活動を行ったが、フランス、ロシア、中国、韓国が激しい

競争を繰り広げ、ジャック・シラク・フランス大統領の強い働きかけでカダラッシュに決まったことを覚えている。 

小泉総理とシラク大統領との会談でも半分以上はこの核融合炉

の話だった。今日はその後の進展をうかがえるということで楽しみ

にしていると挨拶した。 

千原由幸・文部科学省研究開発局長より、核融合に関する初

の国家戦略として「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」

が 決 ま っ

た。核融合

はトリチウム（三重水素）１ｇで石油 80 トンともいわれるほどのエネルギーを発

電することができる。その特徴としてカーボンニュートラルであり、トリチウム

は自然状態でも海水中に豊富に存在しており資源制約がない、また燃料の

供給や電源を停止することで反応が停止する性質を持っているので安全性

が極めて高い。さらに発生する放射性廃棄物は核融合発電に付随して発

生する中性子が物質に当たって生じる低レベルのものに限られるなど大変

良い性質を持っている。 

4月 22日第 20回勉強会 

「核融合発電研究の現状と実現への

展望について」 

フュージョンエネルギー・イノベーション戦略を踏まえた取組み 

2023年４月に初の国家戦略として、「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」を策定。 

✓フュージョンエネルギーを新たな産業として捉え、構築されつつある世界のサプライチェーン競争に我が国も

時機を逸せずに参入。 

✓ITER計画/BA活動、原型炉開発と続くアプローチに加え、産業化等の多面的なアプローチにより、実

用化を加速。 
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このような性質から核融合発電が現実に動き出せば電力の基盤としてのベースロード電源の役割を担うことができ大変期待さ

れている。ITER で推進されている研究はトカマク型であり、ITER 誘致に際し協議した結果として日本は ITER 準ホスト国の地位を

確保し、さらにフランスに建設される実験炉に続いて原型炉を国際協力で建設する場合、 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

日本が建設候補地を提案した際には欧州がそれを支持するという約束を取り付けている。わが国でも ITER原型炉建設に向け

て必要となる技術的基盤を確立するために先進的研究開発を実施している。青森県六ヶ所村で①国際核融合材料照射施設に

関する工学実証・工学設計活動（IFMIF/EVEDA）と②国際核融合エネルギー研究センター（IFERC）、茨城県那珂市では③サテ

ライト・トカマク計画（STP）を実施し、臨界プラズマ試験装置 JT-60を超伝導化改修した。改修された「JT-60SA」 は、世界最大の

トカマク型超伝導プラズマ実験装置であり、令和 5年 10月

23日に初めてプラズマを生成し、運転を開始した。 

今後、ITER計画の技術目標達成のための支援研究や、

原型炉に向けた補完研究、人材育成等に取り組み、将来

の核融合炉の信頼性・経済性の実証に貢献することが期

待されている。さらに日本では、トカマク型以外にも、ヘリカ

ル型、レーザー型などの研究が行われている。研究からさ

らに一歩進んで、産業として捉えると世界のサプライチェー

ン競争に我が国も絶対に負けないで参入していくことが必

要になる。これから戦略の中の「実証と商業化を加速する

戦略的パートナーシップ」を推進し、「ムーンショット型研究

開発制度」を構築し、産業化のための「フュージョンエネル

ギー産業協議会」を設立し、それらを具体化していくことに

なる。そうすることで、『世界の次世代エネルギーであるフュ

ージョンエネルギーの実用化に向け、技術的優位性を活か

して市場の勝ち筋を掴む、“フュージョンエネルギーの産業

化”』を果たすことを目指している。「フュージョンエネルギー

産業協議会」は産業界を会員としてフュージョンエネルギーの実用化を支援することになる。 

「ムーンショット型研究開発制度」は技術的

な難易度が高くとも挑戦する必要のある技術

開発に対する支援であり核融合もその対象領

域となった。これまでは積み上げ型で考えてき

たが、ムーンショットはむしろ目標を先に決めてその達成に向けて挑戦する仕組みである。 

また現在核融合炉も原子炉等規制法、いわゆる日本の実用発電炉とかに使う原子炉等規制法と同じような規制がかかってい

る。これは放射線が人体とかに影響を与えないことを趣旨として作られた法律で、性質の違う核融合炉にそのまま適用すると過剰

な規制となる可能性があり、同時に安全性をどう担保するかという議論を各国で始めている。 

 

Ｑ＆A： 

Ｑ. 鈴木会員：水力発電は原発の二倍ほどの耐用年数を持っているし、発電効率も高い。風力や太陽電池などのような再生ネ

ルギーもあるが、核融合発電が実用化するまでの間に水力発電を活用するというようなことは検討されないのだろうか？A. 千原

局長：再生エネルギーの不安定さの問題は承知していて、フュージョンエネルギーの利点として、いったん技術的に確立すれば

安定したベースロード電源になるということで研究開発を進めている。水力発電に関しては、地域の電力需要に応える意味や

日々の変動を補う調整電源としての意味はあると思う。Ｑ．由木文彦理事：まずなぜ今、核融合エネルギーの話題が盛り上がっ

ているのだろうか。また民間にスタートアップを期待されているということだが、いわゆるフュージョンエネルギーの開発分野におけ

るスタートアップなのか、それともそれを使って次に何かを実現していくためのスタートアップなのか、民間のスタートアップには何

が期待されているのだろうか、これらについて教えていただきたい。A. 馬場大輔・研究開発戦略官：なぜ今かという質問に関し



6 

 

ては、世界で様々なブレイクスルー行われていることと民間の巨大な資本が流れ込み話題になっていること。さらにこれまで夢の

エネルギーといわれながらもなかなか現実的にいつ頃実用化できるかということが見通せなかったが、その ITER実験炉の完成目

標年が２０２５年に設定されるなど具体的な実用化のための年限が見えだしてきたということがあると思う。フージョンエネルギーが

ベースロード電源になるまでにはまだ時間がかかると思うが、電力以外のニーズに基づいた需要とか それに応えるスタートアップ

が出ていると思う。Ｑ．.河村会長：日本の出資金はどのくらいになっているのか。A.馬場・研究開発戦略官：ITERなどへの参

加による費用対効果に関して言えば、9％の出資で準ホスト国としての地位を得られ、技術的知見を得られるという意味では非常

に費用対効果が高いと思っている。ただその出資比率に応じた人材を日本から送り出せておらず、技術の研究研究・継承という

意味からも日本は必要な人材を送り込めるようにその将来的な展望を保証することを含め、環境整備をしていく必要がある。ITER

の構成国でもある中国などが ITERの知見を基にしながらも独自の研究開発を中国で進めており、そことの競争が存在する。技

術的な優位性を確保し、フュージョンエネルギーの実用化に向けて日本が優位性を確保しておくことが、今後の日本の経済として

の極めて重要になると考えている。Ｑ.富田茂之副理事長：ITER建設はどれくらい進んでいるのか？A.馬場・研究開発戦略

官：建設そのものは 7割ほど終わっている。A.千原局長：ただ ITER実験炉の２０２５年という完成目標はコロナの世界的流行

や、ITERを建設するにあたり、各国が部品を持ってきて組み立てているが、その精度が合わなかったりとか腐食が見つかったり

で、実験の進捗が遅れ気味で、現在見直しをし精査している。Ｑ.増子理事長：核融合エネルギー開発には日本が主導権を持

てるように努力していく必要がある。世界の共通のエネルギーになれるのか。日本はどの部分を中心に進めているのか？ A.千原

局長：核融合というと核エネルギーという名前が一緒なので、日本では社会的に拒否反応が出る可能性があり、政府でも核融合

エネルギーという言い方ではなく、フュージョンエネルギーという言い方をするようにしている。これは核分裂と核融合の性質の違

いでもあり、欧米でもそのような呼称が一般的になりつつある。ただ核融合発電でも中性子を放出し、高レベルではないとしても放

射性廃棄物が出ることは確かなので、その安全性をどのように担保し確保していくのか慎重に考えていく必要がある。同時に現在

は核融合炉開発も核分裂を規制する法律のもとで様々な制約がかけられており、それが核融合発電に対しては過剰な制約となる

可能性もあり、適切な規制を諸外国の動きを見ながら検討している最中である。将来の実用化の規模に関してだが、他の電源に

比べて競争力がなければ広がっていかない。最終的な出口も考慮に入れながらやっていく必要がある。日本がどの点で優位性

を持っているかということについて言えば、ITERだけでなく日本国内でも研究が進んでいて、一通り全部のことができるというのが

強みである。その強みを生かしてサプライチェーンの中に入ってくことが重要だと考えている。Ｑ．増子理事長：かつていわゆる

核分裂を利用した原子力発電も安全で環境負荷がなく、非常に経済性が高いということで導入された。食料とエネルギーは国家

安全保障の基盤といえる。それをどうしていくかが課題である。核融合発電の安全性の問題とその規制の問題はどうなっているの

だろうか。これは日本が主導権を取っていかないといけない。安全確保の規制という問題は、世界の基準に合わせて日本がそこ

についていくのではなく、日本が主導権を持って積極的にやっていかなければならないのではないか。A. 馬場・研究開発戦略

官：茨城県那珂市の核融合炉はファーストプラズマを実現した。その意味で技術を持った国が協力すれば成果を上げることがで

きるという実例となっている。各国の枠組みを使い足並み揃えながらイニシアティブを発揮していきたい。Ｑ．増子理事長：安全

性に関しての問題はどんなものだろうか？A.馬場・研究開発戦略官：基本的に安全であると考えているが核技術であることは事

実なので、厳しい基準の中でどのような事故が起こりうるかを真剣に検討している。Ｑ．楠本修・事務局長：一つアイデアでは

あるが核融合炉が実際に稼働しだしたとき、大量の中性子線が出ることがわかっている。この中性子線を高レベル放射性廃棄物

に照射すればその廃棄物から出る放射線の減衰期間を短くすることができるという研究もある。そうであれば最終処分場に行く前

のガラス固化した核のゴミを核融合炉の近くに中間貯蔵し、その処理を加速するというアイデアは活用できないだろうか。Ａ．千

原局長：旧ソ連の時代から核融合炉と軽水炉を併置するというアイデアはあった。しかしシステムが複雑になりすぎるので現実的

だとは考えていない。Ｑ．楠本事務局長：ここで提案しているのは軽水炉発電所との併設ではなく中間貯蔵施設との併設で、そ

うであればシステムとしてそれほど複雑にはならないのではないか。Ｑ．増子理事長：核のゴミの最終処分場に関して言えば世

界初の最終処分場としてフィンランドのオンカロがようやく今年に完成するが、日本ではまず不可能。知事が全部反対していて文

献調査するかしないかというときから、反対だという話になると、取り尽くしまもない。私は個人的には、今ある原発の敷地の中に、

最終処分とは言わないで、その前ぐらいの部分でとりあえず保存しておくしかないのではないかと考えている。それ以外は本当に

難しい。Ａ．千原局長：ただ所在地の首長もまたそういう約束じゃないということになって結局は受け入れないのではないか。

Ｑ．増子理事長：さきほど閣議を持って核融合という言葉を使わないでフュージョンエネルギーとするといったネーミングの話が

あったが、これは大事なことである。人に与える影響ということから考えるとネーミングは大事である。ぜひ今回のフュージョンネル

ギーも将来に禍根を残さないために、そこで排出される放射性廃棄物の処理の問題も十分考えていただきたいと思う。Ａ．千原

局長：低レベルの処分の問題は念入りに考えている。Ｑ．増子理事長：ところで現実的に考えて、どのくらいかかれば実用化

できそうと考えているか？Ａ．千原局長：海外は野心的な目標を掲げ 2030年とかを目標に掲げているが、ただそれがうまくいく

かどうかについては、しっかり精査しないといけない。ただ可能性はだいぶ増えてきていて、よく言われる永遠の 30年ではなくて、

もう本当にこの 10年間に動きは出てくるのではないかと思っている。Ｑ．増子理事長：もう明確にぶち上げた方が良いのではな

いか。どんなにできなくたって誰にも非難しない。Ａ．千原局長：現時点では積み上げて計算して、2050年ぐらいと言っている。

それを前倒しできるかどうかである。Ｑ．増子理事長：原発の後のエネルギーと原発の処理の問題を考えると、われわれが生き

ている間にぜひ実現してほしいなという強い希望を持っている。Ａ．千原局長：中長期的にやっていくのが大事だと思うので、地

に足つけてしっかりこれからもやっていきたいと考える。最後に増子理事長より感謝を述べ閉会した。 
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2024年 
 

4 月 5 日（金） 

➢ 平塚智章・福島新産業・雇用創出推進室企画官兼内閣府原子力災害対策本部原子力被災者生活支援チーム企画官来所 

 

4 月 16 日（火） 

➢ 王焱侠・中国エネルギー研究会副主任来所。増子輝彦理事長と面談。 

 

4 月 19 日（金） 

➢ 坂根直樹・全国災害復興活動支援機構理事長、堀口富美子・日本防災女子株式会社代表取締役来所。福島復興写真展など

の企画について増子輝彦理事長と協議。 

➢ 東尾正・全国仮設安全事業協同組合専務理事来所。 

 

4 月 22 日（月） 

➢ 一般社団法人未来構想会第 20 回勉強会「核融合発電研究の現状と実現への展望について」講師：千原由幸・文部科学

省研究開発局長、馬場大輔・文部科学省研究開発戦略官。河村建夫会長、増子輝彦理事長、富田茂之副理事長、由木文

彦理事が出席。鈴木幸雄・株式会社鈴弥洋行取締役会長が ZOOM で参加。 

➢ 大村昭一・日本風力株式会社執行役員、田中康之・ 日本風力開発株式会社開発本部副部長来所。 

 

4 月 23 日（火） 

➢ 「アジア・アラブ国会議員会議参加者歓迎・JPFP50 周年記念レセプション」衆議院議長公邸にて開催。増子輝彦理事

長出席 

 

4 月 26 日（金） 

➢ 木村雄佑・JR 東日本（東日本旅客鉄道株式会社）総務法務戦略部マネージャー、宮嶋耕平同マーケティング本部街づく

り部門来所。「スマート健康ステーション」「デジタル金融サービス JRE BANK」について説明。 

 

5 月 7 日（火） 

➢ 坂根直樹・全国災害復興活動支援機構理事長、堀口富美子・日本防災女子株式会社代表取締役来所。福島復興写真展な

どの企画について増子輝彦理事長と協議。 

 

5 月 11 日（土） 

➢ 伊澤史郎双葉町長と増子輝彦理事長が面談 

 

5 月 13 日（月） 

➢ 谷口久徳理事と増子輝彦理事長が面談 

 

5 月 14 日（火） 

➢ 深澤裕二・JR 東日本会長と増子輝彦理事長が懇談 

 

5 月 16 日（木） 

➢ 堀口富美子・日本防災女子株式会社代表取締役・全国災害復興活動支援機構理事来所。福島復興写真展などの企画につ

いて増子輝彦理事長と協議。 

 

5 月 17 日（木）～18 日（金） 

➢ 全国災害復興活動支援機構主催出雲復興写真展・国際防災シンポジウムに増子輝彦理事長が参加。 

 

5 月 23 日（木） 

➢ 木村雄佑・東日本旅客鉄道株式会社総務法務戦略部マネージャー来所。 

 

5 月 24 日（金） 

➢ (一社)アフリカ開発協会理事会に増子輝彦理事長が出席。 

➢ 生貝健二監事による令和 5 年度事業報告・決算案監査 

➢ 渡邉一夫・総合南東北病院総長と増子輝彦理事長が面談 

 

5 月 26 日（日） 

➢ 第 58 回全国道場少年剣道大会福島県予選大会に増子輝彦理事長が出席 

 

5 月 27 日（月） 

➢ 福島県電機商工組合第 64 回総代会に増子輝彦理事長が出席 

  

4月～6月主要活動報告 
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6 月 3 日（月） 

➢ 清野智・東日本旅客鉄道株式会社（JR 東日本）顧問・元 JR 東日本会長、木村雄佑・東日本旅客鉄道株式会社総務法務

戦略部マネージャー来所。 

➢ 林孝之・新日本ヘリコプター株式会社前社長来所 

➢ 坂根直樹・全国災害復興活動支援機構理事長、堀口富美子・日本防災女子株式会社代表取締役、他 2 名来所。 

 

6 月 10 日（月） 

➢ 一般社団法人未来構想会第 21 回勉強会「廃炉の現状と方向性について」講師：山名元・原子力損害賠償・廃炉等支援

機構理事長。河村建夫会長、増子輝彦理事長、富田茂之副理事長、岡島礼奈理事、杉浦孝志・NDF 技術グループ執行役

員、坂田篤彦・スマイルコンサルティング株式会社取締役企画部長が出席。鈴木幸雄・株式会社鈴弥洋行取締役会長が

ZOOM で参加。 

➢ 小嶋大介・共同通信記者来所 

➢ 小針一真・KK スマートコミニュティサービス代表取締役来所 

 

6 月 12 日（水） 

➢ 一般社団法人未来構想会議第 6 回理事会開催 

理事１3 名、監事１名が出席。出席理事：河村建夫、増子輝彦、富田茂之、伊藤庄平、入澤優公、大川達也、大久保

勉、岡島礼奈、蒲生篤実、蒲原基道、斉藤鈴華、松本千穂、由木文彦。出席監事：生貝健二。 

報告事項として①事業経過報告（令和 5 年 12 月から令和 6 年 5 月まで 未来構想レターなど）がなされ、理事長より

富田副理事長の旭日大綬章受章並びに楠本事務局長が６月末日をもって辞任することが報告された。決議事項として①

「令和 5 年度活動報告・決算報告」が審議され社員総会に付すことが決議された。②その他議題では、社員総会の日程

などが決議された。 

➢ 一般社団法人未来構想会議第 6 回社員総会を開催 

社員全員が参加していたため、理事会終了後直ちに社員総会を開催し、決議事項として理事会決議を受けて提出された

「令和 5 年度活動報告並びに決算報告」が決議された。 

 

6 月 13 日（木） 

➢ 角田守良・福島民報編集局長来所 

➢ 矢野哲郎・アフリカ開発協会理事長と増子輝彦理事長が面談 

➢ 日本レジャーホテル協会レジャーホテル EXPO2024by 東北懇親会で増子輝彦理事長が来賓挨拶 

 

6 月 17 日（月） 

➢ 高レベル放射性廃棄物等の最終処分に関する議員連盟」役員会に、河村建夫・会長、増子輝彦・理事長が最高顧問とし

て出席。鈴木達治郎・長崎大学核兵器廃絶研究センター教授より「高レベル放射性廃棄物処分事業について」講演を受

け、「最終処分に関する最新の動き」について久米隆・資源エネルギー庁電力・ガス事業部長より説明を受ける。下堀

智一・同放射性廃棄物対策課長、坂口正敏・原子力発電環境整備機構（NUMO）副理事長、田川和幸・同専務理事、上

田正敏・同理事が出席。楠本修・事務局長随行。 

 

6 月 18 日（火） 

➢ 岩崎美由紀ヴェルサイユフーアム代表、岩崎崇文ベルサイユリゾートファーム代表と増子輝彦・理事長、菅野武・蓬人

館会長、堀口富美子会員、浜津匡壮・株式会社ドリームディレクション代表取締役が協議。 

 

6 月 21 日（金） 

➢ 市川篤志・内閣府地方創生推進事務局長と増子輝彦理事長が面談。 

➢ 坂根直樹・全国災害復興活動支援機構理事長、堀口富美子・日本防災女子株式会社代表取締役来所。 

➢ 蒲原基道理事・松本千穂理事と増子輝彦理事長が懇談 

 

6 月 24 日（月） 

➢ 伊澤史朗・福島県双葉町長と増子輝彦理事長、坂根直樹・全国災害復興活動支援機構理事長、恒松克己・同副理事長、

堀口富美子・同理事が懇談 

➢ 渡辺利綱・大熊町前町長と増子輝彦理事長が懇談 

 
 

 

 

活動の詳細については、一般社団法人未来

構想会議ホームページをご覧ください！ 

未来構想会議ホットライン 
（一社）未来構想会議に対するご意見・ご要望をお寄せください 

〒100-6015 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号霞が関ビル 15 階 JWD 内 

電話：03‐6625‐0723/ FAX:03‐6625‐0724 

E-mail: info@ffv.jp  https://ffv.jp/ 

mailto:info@ffv.jp

